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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Abstract

　　　　This　study 　aims 　to　clarify　how　home 　owners 　decide　either 　to　demolish　and 　to　rebuild

　　　or　to　repair　their　damaged　dwellings　after 　the　2000　Western　Tottori　 earthquake ．

　　　Statistical　 data　 of　 dwelling　 damage
，
　 demo 豊ition

，
　 insurance　 and 　 public　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　housing

　　　restoration 　subsidy 　were 　collected 　and 　examined ．　Questionnaire　survey 　was 　conducted

　　　in　Hino 　town 　asking 　extents 　of 　damage
，
　 dwelling　conditions 　bef（）re　and 　after 　the

　　　earthquakc ，　restoration 　process　and 　cost
，
　and 　family　conditions

，
　and 　78　cases 　of 　data

　　　were 　collected ．　The 　major 　findings　are 　as 　fbllows；
　　　1）In　Tottori　prefecture，

1700　damaged 　housing　were 　demolished　and 　demolition　and
　　　　waste 　processing　cost　l．30　million 　yen　per　case ．

　　　2）．In　Hino　town ，
70 ％ of 　households　had　contract 　of 　Japan　Agricultural　housing

　　　　lnsurance 　amd 　payment 　by　JA 量nsurance 　was 　an 　important　resource 　for　restoration ．

　　　3）Dwellings　of 　heavy　damagc　category 　by　official 　damage 　survey 　tend　to　indicate

　　　　mgderate 　damage 　by　structural 　damage　survey ．　However
，
　many 　of　such 　dwellings

　　　　with 　heavy　damage　category 　were 　demolished．
　　4）Rebuilding　cases 　were 　divided　into　those　with 　smaller 　expenses 　and 　others 　with

　　　　larger　gxpenses．　 Elderly　 households　 with 　 pension　 income　 faced　 difficulty　fbr
　　　　 restoration ．

　　　5）T・ee　m ・d・1
．
a
撃

・ly・i・ i・dicat・d　th・t ・ffi・i・l　d・m ・ge　cat ・g・・y ・f　heavy　d・、n ・g，
　　　　affected 　rebulldlng 　most ，　rather 　than 　structural　damage　category 　leveL

　　　　In ．future　e
旦
rthquake

睾，　n
へore　support 　f（）r　repairing 　and 　strengthening 　of 　damaged

　　dwellmgs　are 　lmportant 　m 　vlew 　of 　sustainable 　disaster　recovery ．　Engineering　procedure
　　to　evaluate 　reparability 　and 　repairing 　method 　of　damagcd　 dwellings　should 　 be
　　 developed．
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1．は じめ に

　 2000 年鳥取県西部地震 （M − 7．3）は ，10 月 6

日午後 1 時 30 分 ， 鳥取県西部 の 西 伯町〜溝 ロ 町

付近 （北緯 35 度 16．5 分，東経 133 度 20，9 分），

深 さ llkm を震源と して 発生 し ， 鳥取県境港市 ，

日野町 で 震度 6 強を ，西伯町，会見町，岸本町，

日吉津村，淀江 町，溝口 町 で 震度 6 弱を観測 した 。

こ の 地震に よ り， 1 府 9 県に お い て負傷者 182 名，

住家全壊 433 棟，住家半壊 3，084 棟，住家
一

部破

損 17，735 棟等 の 被害 が発生 した 。 鳥取 県 で は西

部地域に被害が集中 し，人的 被害 と して，重傷 者

31 名，軽傷者 110名 の計 141 名を数え，住家被

害 は ， 全 壊 394 棟 ，半 壊 2，494 棟 ，一
部 損 壊

14，134 棟に達 した 〔消防庁確定報，2002 年 10 月

10 日付）。

　地震に お ける住宅被害 は世帯 に 多大な経済的損

失をラえ る 。 被災者は避難所生活 に 続 く仮設 住宅

な ど の 仮住ま い を余儀な くさ れ ， 復 旧 へ の 不 安や

心配 が長 く続 くこ と に な る 。 被災 した 住宅 を補修 ・

補強す る か，取 り壊 し建 て替え るか の 意思決定 に

は専門家の 客観的な被害評価 とア ドバ イ ス が 重要

で あるが ，地震後 の 混乱の ll丁で 情報 は 乏 し く，短

期間の 意思決定を迫 られがちとな っ て い る 。

　一方，地震災害に伴 う家屋 の 解体 ， 廃棄物 の 処

理 は 1995 年兵庫県南部地震以降，大 きな問題 と

な っ て お り， 事前 の 計画，対策が重要で あ る 。 も

し，修復 ・ 補強可能な住宅が取 り壊 され る と す れ

ば，被災者に と っ て大きな損失で あ る 。

　 町や地域 の 復旧は，そ れ を支え る地域住民が も

と の 生活 に 戻 る こ とが必要条件 と な る 。 住宅復興

は地域社会に再び活気を よ み がえ らせ，地域経済

を立 て 直 し活性化す る 。 住宅 が 失わ れ た り そ の 機

能 ・ 居住性 の 低 ドが住民生活 に 及 ぼ す障害 も，長

期 に わ た れ ば 更な る 経済 的損失 に もな りか ね な い 。

こ の よ う な 事態 の 中 で，被災者 が 迅 速 に 安心安全

な住ま い を取 り戻す ため に，住宅復 旧 に 対 す る行

政 の 支援策 が 重要 な 役割 を担 うこ と に な る 。

　今回 の 地震で は，高齢化 と過疎 の 進 む中山間地

域 で 被害が 著 しか っ た こ と か ら， 鳥取県 は 全 国 の

自治体 で 初めて ， 個人住宅 の 復 旧 に 対 す る復興補

助金を創設 した 。

　村上 ・守田
1） は 1995 年兵庫県南部地震 に お け

る住宅の補修 ・取 り壊 しに関す る ア ン ケ ート調査

を 神戸 市東灘 区 に お い て 実施 し，意思決定影響要

因 につ い て 整理分析 し，それ らが 復旧過 程 に 及 ぼ

す影響に つ い て考察 した 。 鳥取県西部地 震 に お け

る住家被害と復旧 の 実態概要 に っ い て は，村．．ヒ ・

他
Z）・3＞ に ま と め られ て お り，補修 ・補強を促進す

る環境共生型 の 復興対策 に っ い て は Murakami

et 　al．4） に論 じられ て い る。 鳥取 県西部 地震 に お

け る住宅復興支援策，特に復興補助金 の 評価に つ

い て は大西
5＞ の 研究が あ る 。

　本研究で は，兵庫県南部地震 とは地理 的経済 的

環境 の 大き く異な る鳥取県西部地震被災地で の 住

宅復 1日方法の 実態を明 らか に する た め，以下 の 調

査 と分析を行 っ た。まず，被害状 況，解 体申請等

に つ い て，鳥取県や 日野町 の 地域 別資料 をと りま

と め，復旧資金の観点か ら地震保険 ・JA 共済 と

鳥取 県住宅復興 補助金 の 役割 を比較 ・検討 し た 。

さ らに 日野町 で 被災住民 に 対す る ア ン ケ
ー

ト 調査

を実施 し，復旧の 時間経過や 資金 源に っ い て 比 較

す る と と もに ，取壊 し建て 替え か ，補修か の 意思

決定 に関わ る要因を分析 した。

2．住宅被害分布と復旧資金

　2．1 罹災証明

　鳥取県内で 災害救助法の 適 用を受 け た の は，米

子市，境港市，西伯町，会見町，日野町，溝口 町 の

2 市 4 町 で ある。 こ れ らの地域 と震央 の位置関係

を図 1 の 地図 に 示す。日野町 は震源域 に 近 く，計

測震度は役場 の ある根雨地 区 で 6．3 で ，最 大地動

速度は約 60cm ／s 程度と推定 さ れ て い る
6） が ，

全壊率の 変化か ら判断 して も被害率が大 きか っ た

地域に 比 べ ると小さか っ た と考え られ る。 下黒坂

北方約 1km の KiK −net 口野観測点 （TTRHO2 ：

鵜 の 池）で 6．6 と大 きく，最大地動速度が 100cm

／s を超え て い る 。

　 E記 の 2 市 4 町 に，倉吉市 ，岸 本町 な ど を加え

た 15 市町村に っ い て，鳥取県報告 （2001 年 6 月

末現 在 ）
7） を も と に 市町村別 の 罹 災証 明 に よ る 住

宅被害率分布を比較す る （図 2）。こ こ に ，分母 は

2000 年 10 月 の 国勢調査世帯数 で あ り，世帯数 か
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ら全壊 ・半壊 ・一部破損を引 い た数を無被害数 と

表示 した 。 日野町の 被害率と程度が最 も高 く， 全

半壊合わ せ て 36．6 ％で あ る 。 西伯町が全半壊率

19．0 ％，溝 口 町 が全半壊率 15．8 ％ と，日野 町 に

次 ぐ。 日野町の 世帯数は 1，557 戸 （2000 年 10 月

国勢調査），被害戸数 （2001 年 9 月 28 日 現在）は

353 仔

S529

e52v
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！3312L 13320
’

Is3　28’ 133　3rv

図 12000 年鳥取県西部地震震央 と日野町 の 位置
6）

全壊 129 戸 （8．3 ％），半壊 441 戸 （28．3 ％），一

部破 損 945 戸 （60 ．7 ％）に 達 した 。

　罹災証明の 住宅被害判定 に つ い て は，地震後 に

神戸市の 方式等を問い合わ せ，次の 方式を参考 に

した各市町村が多か っ た
。 まず，家屋傾 斜度 が 閾

値を超 えれば全壊 とす る。 閾値未満 の 場合は屋根，

壁，構造体各部分の構成比を定め て お き， 各部分

の 損傷率を乗 じ て 和を と る 。 合計 の 損害割合が 50

％以上 は全壊，20 ％以上 50 ％未満は半壊，20 ％

未満は一部破損 とな る 。 日野町に つ い て もこ の 方

法を と っ て お り、米子市 8） や 西伯町
9）

の 地震記

録集等 に は判定方法が明記 されて い る。

　被災地域 の 高齢化状況 に つ い て ，1999 年 10 月

1 日推計の年令 3 区分別推計人口 （注 1）に よ れ

ば，鳥取県 の 高齢化率 （65歳以上 の 割合）は 21．0

％，市部 で 18．2 ％，郡部 で 25．3 ％ と な っ て い る 。

特 に被害 の 大 きい 日野 町 で 31．8 ％，西伯町 で

25．3 ％ で あり，過疎 ・高齢化 の 進 む中山間地 域 に

お ける被災が復旧対策 に も影響 を及 ぼ して い る。

　2．2　被災家屋 の解体と廃棄物処理

　被災 した住宅の 解体処理 に っ い て は，災 害救助

法等に よ る救済措置は無 く， 所有者 の 責任 と な っ

て い る 。 1995 年兵庫県南部地震の 際 に は，あまり
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に 激甚な被害 に対す る復興支援策の 特例 と して ，

国庫補助に よ る災害廃棄物処理事業が実施 された
lo）

。

今回の 地震 で は生活環境 の 保全 の 観点か ら市 町村

が被災家屋 等 の 解 体 を行 い
， 鳥取県が事業費 の

1／2 の 補助 を行 っ た 。 解体補助 の 対象は，個 人所

有の住宅，納屋，蔵，プ ロ ．
ソ ク塀，店舗併用 住宅

等で あるが，営業用建物 は含 まな い
。 なお ， 解体

した ガ レ キ や 木 くず に つ い て は，災害廃 棄物 の 処

理 として 市町村が実施 し， 国庫補助金が 支給 され

た ID
。

　表 1 に 10 市町村 の 解体状況 を示す 。 件数，事

業費とも に ， 境港市，米子市，H野町 の そ れ が突

出して お り，次 い で 溝 口 町 ， 西伯町が 多 い
。 解体

事業費総額 （1，454 百万円）と災害廃棄物処理事

業費総額 （1，415 百万円）は ほ ぼ同等 と な っ て い

る 。 事業費を解体件数 1，663 件で 割 る と，解体 に

要 した費用 は 1件あた り 875 千 円，災害廃棄物処

理事業費 も 1 件 あた り平均 851 千円と ほ ぼ等 し

く，両者の 和は 1，726 千円 とな り，解体 ・廃棄物

処理 に も相当の 公的資金が 支出され た こ とが わか

る G

　 日野町 の 解体申請件数と棟数をみ る と （図 3 ），

解体件数 に 母 屋 が含まれ る割合 は 53 ％ （＝173／

322 ），申請 1 件あたりの 対象棟数 は L6 棟 （− 503

f322）とな る 。 母屋解体 173 件の 世帯数 1，557 戸

に対す る割合は 11 ％ に相当 し，全壊戸 数 129 棟

に 対す る割合は 134 ％ に 達する。

　2．3　地震保険と農協建物更生共済

　地震に よ る住宅の経済損失 に 備 え，住宅再 建 を

支え る資金源 と して ，地震保険と農協 の 建物更生

共済 （以下 JA 共済 と略す）が重要で あ る 。 損害保

険料率算出機構の 調査 に よ れ ば，住宅 の 地震保 険

加入率 （一契約件tw／2001 年 3 月現在 の 世帯数）

は全国平均 15．8 ％，鳥取県 12．8 ％，広 島県 15．5

％，兵庫 県 12．3 ％ ， 静岡県 19．5 ％な ど と な っ て

い る （注 2 ）。 地震保険の 加入率は 1995 年兵庫県

南部地震以降 か な り増え た もの の ，過半 の 被害

を補償す る に は 到底及 ん で い な い 。

　なお ， 住宅総合保険や火災保険に は原則的に地

震保険が付帯するが ，地震保険を外 して の 加入 が

可能 で ある の に 対 して ，JA 共済で は，火災 ・風水

害 ・地震 に よる被害が
一

体 的 に担保 さ れ て お り，
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韲

4°°

暴
300

辻 200

　 100

　 　 0

日野町の 家屋 等解体 串請件 数と建 物別 棟数

503 「

諺
’
1

　 F！’
皺

173
213 1

；

騎’ト　馳調 69 髪「

「

飜 囓．、「 」 ．随
「 汐

广
雛

i

高
麺
攣

挈
e
申

縦制

鴫
嚠

噌
類
ま

慨

図 3 日野町 に お け る家屋等解体 の 申請件数 と種類別

　　　棟数 （2001 年 3 月末最終，口野町総務課報 告。
　　　そ の 他 ： 離 れ ・簡易倉庫 ・ブ ロ ッ ク 塀等を 含

　　　む）

表 1 被災家屋等の 解体 と災害廃棄物処理 の 状況
4）

被災家屋等の 解体状況

市 町 村
　　　　　　　　　　　　　 県補 助額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平 均事 業 費
解 体 申請 件 数 事 業 費（千 円 ）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 進 捗率 （％）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1件 あた り）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （千 円 ）

災害廃棄物処理

事 業 費 （千 円 ）

米 子 市 349　　　　　　　295，212 　　　　　　　147，605 　　　　　　　　　　　93　　　　　　　　　　846 274，416
境 港市 387　　　　　　　315，877　　　　　　　塗57，938　　　　　　　　　　　90　　　　　　　　　　816 412，533
西 伯町 198　　　　　　214，555　　　　　　107277　　　　　　　　　　85　　　　　　　　1．084 99，855
会 見 町 90　　　　　　　　66，534　　　　　　　　33，267　　　　　　　　　　100 　　　　　　　　　　739 72，464
岸本町 36　　　　　　　19503 　　　　　　　9，751　　　　　　　　 100　　　　　　　　　542 12，570
日吉津 村 1　　　　　　　　　　6で6　　　　　　　　　　307　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　　616 980
日南 町 31　　　　　　　　24，951　　　　　　　　12，475　　　　　　　　　　　90　　　　　　　　　　805 13、957
日野町 322 　　　　　　296，726 　　　　　　148β63　　　　　　　　　　90　　　　　　　　　922 366，552
江 府 町 23　　　　　　　　寸5、882　　　　　　　　　7，941　　　　　　　　　　　97　　　　　　　　　　69等 9、628
溝 ロ 町 226 　　　　　　　205，005　　　　　　　102．502　　　　　　　　　　　93　　　　　　　　　　907 152 」30

合計 1．663　　　　　1．454 β61　　　　　　727，426　　　　　　　　　　91　　　　　　　　　875 1，415，085
注 ）2000 年度で 事業が 完了 しない 市町村は2001 年度に繰り越し。 進捗率は2001 年6月30 日現 在
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地震部分を外す契約は で きな い
。 た だ し，地 震 保

険 も JA 共済も，保険金 や共済金 の 限 度額 は 地 震

の 場合 ， 火災等 の 保険金 ・共済金 の 1／2以下 に 制

限さ れ て い る 。 住宅関連 の 共済 と して ，他 の 団体

に よ り運営 され て い る もの も多数あ る が ，頻度が

低 く発生す ると被害が膨大に な る地震に っ い て は，

担保 しな い 規約内容の こ とが 多 い。

　 1995 年兵庫県南部地震，2000年鳥取県西部地

震，2001 年芸予地震に おけ る地震保険と JA 共済

支払額を表 2 に示す 。 地震保険に比べ JA共済 は農

業従事者が多い 町村部 に 多 くの 契約が分布 して い

る 。 鳥取県西部地震の 場合 は，町村部 の 被害が 顕

著で あ っ たため，地震保険に 比べ て JA 共済 の 支

払件数が約 4 倍，支払額が 約 2．8 倍 と多 くな っ て

い る 。 芸予地震で は広島県 ・愛知県 を中心 に被害

が発生 し，都市部 も被 災地 に含ま れ る こ と か ら地

震保険と JA 共済 の 支払件数，支払額が 拮抗 して

い る。

　表 3 に は ， 鳥取県西部地震 に お け る地震 保険 の

契約件数 支払件数 支 払保険金額を示す 。 米子

市は契約が 多い た め支払件数，保険金 も多 くな っ

て い るが ，契約件数に対す る支払件数の 割合は 31

％ に 留 まる。 日野町で は契約件数 に 対す る 支 払件

数の割合が 79．3 ％ と 最 も高 く， 1 件あ た り支払

保険金が 1，838 千円／件とな っ て い る 。

　 日野 町 に つ い て ， 保険支払件数 と支払保険金 を

被害程度 ， 構造 ・目的種別 に 分 け て み る と ， 全 損

3 件の 平均支払 い 保険金は 4，650 千円，半損 5 件

の そ れ は 4，714 千円 ，
一

部 破損 16 件の それ は

297 千円とな る 。 全損よ り半損の 支払保険金が 多

い の は，件数が 少な く，戸 別 の 保険契約額 の 変動

が 影響 した もの と思 われ る 。 日野町 の 罹災証明 に

よ る全壊 129 世帯，半壊 441 世 帯 に 比 べ て 地震

保険 の 契約件数 と支払 い 件数 は限 られた もの で あ

る 。

　JA 共済に つ い て，14 市町村別 の 加入 状況 と鳥

表 2　地震 ご との 地震保険と JA 建物更生共済支払額

地 震保険 JA 建物 更 生 共済

　　　　　　 支払額 （百 万　平均 支払 額
支 払件数 （件）　　 円）　　　 （干 円／ 件 ）

　　　　　　 支払 額 （百万 　 平 均 支払額
支 払 件数〔件〉　　 円 ）　　　 （干 円 ／ 件）

1995年 兵庫県南部地 震

2000年鳥取 県 西部 地 震

2001 年 芸予 地 震

65，425　　　　　　　78，297　　　　　　　　1、197
3．996　　　　　　　　　2、832　　　　　　　　　　709

22，641　　　　　　　15β84　　　　　　　　　702

101．533　　　　　　　118、887　　　　　　　　　1」フ1
16，183　　　　　　　　　7，799　　　　　　　　　　482
30，746　　　　　　　13264 　　　　　　　　　431

注）地 震 保 険 は、日 本地 震 再 保 険株 式 会社調べ （2001年 9月末 現在 ）

建物更生 共済は、全 国 共 済農業協同組 合運 合 会調 べ （2001年 8月3日 現 在 ）

表 3　鳥取県西部地震 に お ける地震保険支払 い 額 （主 要市町村）

2000年3月末 の 地 震保険契約 鳥取 県西 部地 震に よる支 払

市 区 町村
契 約件 数 　　保険金 額　保険 金額／ 契 約

（証券）　　　 （百 万 円 ）　件 数（干 円／ 件 ）

支 払件数　 支払保 険金 平 均支 払保 険

（証 券）　　　 （百 万 円 〉　金 （干 円／ 件 ）

支 払件数／ 契

　約件数（％）
米 　子 　市 6，022　　　　　43，938　　　　　　　　　　7296 1β86　　　　　　1．318 　　　　　　　　　699 3で．3
境 　港 　市 1．604　　　　　1τρ28　　　　　　　　　　　6β75 616 　 　 　 370　 　 　 　 601 38．4
西　伯　町 170　　　　　　1，218　　　　　　　　　　　7，166 107　　　　　　　　136　　　　　　　　1268 62．9
会 　 見 　 町 72　　　　　　　　575　　　　　　　　　　　7．991 50　　　　　　　　　54　　　　　　　　1ρ73 69．4
岸 　本　町 220　　　　　　1，803　　　　　　　　　　　8，196 82　 　　　　 55　　　　　 667 37．3
日 吉 津 村 44　　　　　　 343　　　　　　　　　 7，799 22　　　　　 17　　　　　　786 50．O
日　 野 　 町 29　　　　　　　188　　　　　　　　　　6．485 23　　　　　　　　42　　　　　　　　1β38 79．3
江　府　町 19　　　　　　　↑80　　　　　　　　　　9．457 13　 　　　　 6　　　　　 475 68．4
溝 　 口　 町 フ7　　　　　　　655　　　　　　　　　　載507 43　　　 　　 39　　　　　 916 55．8
小 　　計 8、257　　　　　59，928　　　　　　　　　　　7258 2．842 　　　　　　2、038　　　　　　　　　717 34．4

注）上 記 は、住 宅 に か か わる契約の み が 対象 で、企業 に 対す る契 約 は 含まない

支 払 は、2001 年6月 時点 の データを使 用

資料 は損 害 保険 料率 算出 機構調べ
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取県西部地震 に よる罹災 ・共済金．支払状況 を表 4

に示す 。 加入率 （世帯戸数に対す る契約戸 数 の 割

合）は 平均 26．5 ％ で あ る が，町村部で 高 く，日野

町 で は 70．2 ％ に 達す る 。 契約戸数に対する罹災率

は溝口町 （92 ．5 ％）で 最 も高 く，境港市，西伯 町，

口野町 （79．8 ％）が こ れ に次 ぐ 。 共 済金 の 支払状

況 に よ れ ば，鳥取県曲部の 14 市町村で 約 57 億円，

内 ， 日野町で 約 11 億 円 の 共済 金 が 支払 わ れ た こ

とが わ か る 。 罹災世帯 あた り支払 い 共 済金額 は，

日野町 で 128万 円 と な る。 鳥取西部農業共同組合

共済部調 べ に よれば，被害程 度別 に み て ，全損 し

た （70 ％以上 の 損害割合）棟数 は鳥取県西部で

56棟，平均 の 共済支払金 は 508 万 円／棟で あ る 。

こ の う ち，日 野町 の 被害が最 も多 く，全損 27 棟，

平均共済支払金 は 520 万 円／棟 とな る。

　2．4　住宅復興補助金

　2000 年鳥取県西部地 震 に よ り自 ら居 住す る住

宅 に 被害を受 け た 被災者 の 居住 の 安 定 を図 り，地

域 へ の安住 と被災地 の復興に寄与す る こ とを 目的

と して ，鳥取県 で は全国 で 初め て 被災住宅 の 建設 ・

補修等を行 う被災者 へ の 住宅復興補助金支援 を 実

施 した 。 住宅復興補助金 の 支援内容 に つ い て 表 5

に ま と め る 。 県全体 の 補助申請件数は，2003 年 5

月現在，住宅建設 が 536 件，住宅補修が 11，934

件 とな っ て い る 。

　図 4 に鳥取県の 15 市町村に お け る 住 宅復興補

助金 の 申請状況 を示す 。 建設は米子市 で 最 も多 く

181 件 ， 日野町で 110 件 ， 境港市 で 96 件 と 多 く，

補修は米子市の 3，430 件，境港 市 2，061 件 に 次 い

で ，西伯町 ・日野町 ・溝囗町で千件を超え て多 い
。

表 4　JA建物更生共済の 加入 ・罹災 ・共済金支払状況 （市町村別）

市町村名 世帯戸数

　 1

契約 戸数

契約保障

　金 額 　　 加 入 率（％）

（万 円）

　 3　　　   ／ 1

罹災戸数　 罹災率（％）

　 4　　 　　 4／

支払共済 世 帯あた り

　金額

（万 円 ）

　 5

支払共済
金額 （万 円〉

　 　 ／ 4
米子 市 491969 5β9715 ，449，780 11．82 ．338 39，6141 ，207 60

日吉 津村 838 324531 ，656 38．7 116 35．841502 39一一
　 境港 市 12，532 3，1835 ，072．650 25．4 11021 32，159 ．718 58

西伯町 2，271 12241 ，982，818 53．9 1，074 87．765 ．313 61
会 見町 1．111 6823 ，472，912 61．4 592 86．835 、634 60

淀 江 町 2716 1ρ723 ，594，743 39，5 192 17．99 ，570 50

岸本町 2，012 1，0292 ，012，250 51．1 629 61，125 ，725 41
大 山町 1，853 112622 ，92壌，801 68．1 19 1．5 566 30

名和 町 2」57 1、2542 ，526、478 58．1 24 1．9 437 18

中山町 11454 1，0582 ．077．230 72．8 10 0．9 102 10
日南町 2、255 117593 ，067，532 78．0 368 20915 ，173 41
日 野 町 1549 1，0872 ，052．410 70．2 867 79．8111 ρ59 128

江 府町
．凵・−
1，137 9811 ，999，772 86，3 634 64．626 、950 43

溝口 町 L577 1．2602 ，235，452 79．91 」66 92．575 ，302 65

合 計 83，43122 ，07248 ，997、484 26．5 9．050 41．0571 ，258 63

注 ）世帯 戸 数 は2000 年 10月 1日現 在、契約 戸数 は 2000年 10月末 現在

鳥取 西 部 農 業 共同組 合 共済 部調 べ

契約 戸 数は、契約件数を世帯別 に まとめ て 集計 されたもの

表 5　住 宅復興 補助金の 内容 ・件数 （鳥取県ま とめ ）

負 ＿ 1合 県　助 金 （2003 年 5月 現 在 ）

区 分

助 対

限度 額 県 市 町村 件数 額 （干 円 〉 平 均 （干 円 ）

住 宅 建設 300 万円 県 2／ 3　 居 住市 町 村内に

建設 ・購入 する場 合 に 限 る

1／ 3 5361 ρ72，000 2，000

住 宅補修 150万 円 50万 円 以 下 県 1／ 2
50万 円〜150万円　県 1／ 31

／ 21

／ 3以 上

11，9344 ρ98，407 343

液 状 化建

物 復 旧

150 万 円 50万 円 以 下 県 1／ 2
50万 円〜150 万 円　県 1／ 31

／ 21
／ 3 以 上

259131 ．019 506

石 垣 擁壁

補 修

150万 円 県 1／ 3 1／ 3以 上 1」24332 ，718 296

計 13．8535 ．634，144 407
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　日野町 の 地区別 に お ける住宅復興補助金 の 申請

状況 ・支払 い 実績を表 6 に 示す。建替 （建設 と同

意）申請 ll2 件は世帯数 の 7．2 ％ ， 全壊戸数 （129

戸）に対 して 87 ％ に相当す る Q 補修申請 1051 件

は半壊 （441 戸）と一部破損 （945 戸）の 計に対

して 76 ％ に相当す る。地震 か ら 14カ月を経 過 し

た時点で，建替は 46 ％，補修 は 50 ％ の 進捗率 で

あ っ た 。 建替に つ い て相当の期間を 要する こ と は

当然で あ ろ うが，補修 の 場合もな か な か 工事が 完

了 し難か っ た こ と が 推察 される。

3．住宅復旧 に 関す るア ン ケ ー ト調査

　 3．1 質問項 目と配布回収法

　震災に よ り家屋 に 被害を うけ た被災者 は，被災

家屋 をど うす べ きか に つ い て 意思決定 に 迫られる。

そ の意思決定に 関わる要因が どの 程度，建 て替え ・

補修 に 影響 して い た か を知る た め ア ン ケ ー ト調査

を実施 した 。 日野町 の うち，全体戸数が多 く被害

程度も顕著な こ とか ら根雨地区，黒坂地区 を対象

とした。 なお ， 北原 ・他
且2）・13） の 京都大学防災研

究所を中心 とす る木構造研究チ ーム は，日野町 を

対象と して，木造建物の全数被害調査 と被害 の 分

析を 行 っ て お り，基礎 資料 が 充実 して い る こ とも，

こ の 地区を選ん だ理由 で ある 。

　本調査 で は ， 建て替え （新築）ま た は 改築 ・補

修か の い ず れ か の 住宅復興 を 選択す る意 思決定 に

限定 し，その 他 の ケ
ー

ス，例えば，「賃貸住宅 を選

択 した世帯」， 「他の 地域へ 転居 した 世帯」 な ど に

つ い て は調査対象と して い な い 。

　 ア ン ケート調査票 の 作成 に あた っ て，村上 ・守

田
1）が神戸市東灘区で の 調査に使用 した ア ン ケ

ー

ト票をもとに ，質問項目を修正 した。調 査票 は 質

問 23 項 目と自由記述欄か らな り， 全 4 ペ ージ で

構成 され て い る 。 質問項 目の 主 な 内容を 以 下 に 挙

げ る 。

A ）震災時 の 住居 状況 ： 罹災 証明 ， 被災程度 ， 建

築年，所有関係，延 べ 床面積

B）現在の住居状況 ： 所有関係，新築か 改 築 ・補
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図 4　鳥取県市町村別住宅復興補助金 の 申請件数 （鳥取県住宅環境課ま とめ，2003 年 5 月現在）

表 6　日野町 に お け る住宅復興補助金の 申請 ・支払 い 状況

地区

黒

根雨

下 榎
下 黒 坂

安原

その 他
合 計

　　 認 　　　完 了 建 替 進 　率

申請件 数 　　 件数　　　　（％）
　　 認　　　 完 了

申請 件数　　件数

進 　率
（％）　　 世 帯数※

05

ー
ハ
055

4．
11

　

　

　

32
准1

164724

坦
52

40．026
．763
．633
．380
．051
．446
．4

161251

　 93
　 24

　 195031051

（日 野 町 地　災 　住 　復 興　、2001　12月5日　　）
注 ）建替 は建 設と同意味　　　　　　※ 世 帯数 は 文献9）による

7411474111124452846．045
．479
．645
．857
、948
．550
．2

259338135

　 29
　 357791575

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Society for Natural Disaster Science

NII-Electronic Library Service

Japan 　Sooiety 　for 　Natural 　Disaster 　Soienoe

56 村 上 ・三 樹 ・林 ・北原 ： 2000年鳥取県西部 地震 に お け る被災者 の 住宅復 旧 選 択

修 か，階数 建築構造

C）住宅再建 の 内容 ：着工 時期，竣工 時期，再建費

用，費川 の内訳

D）現在 の 世帯状況 ： 家族 の 人数 続柄， 職業 ， 年

令，住 宅 ロ
ー

ン の 有無

E ）自由記入欄 ：住宅 の 復 IHで 苦労 し た こ と な ど

の 意見

　 ア ン ケ
ート配布 は，2001 年 12月 4 日〜 7 日 の

4 日間 ， 戸 別訪問に よ り実施 し，返信用 封筒を手

渡 し郵送 に よ る返送を依頼 した。ア ン ケ
ー

ト 調査

票 は黒坂地区 で 44 世帯，根雨地区で 48 世帯 の 合

計 92 匿帯 に 配布 し，そ の う ち ， 黒坂 で 41 世帯，

根雨で 37 世帯の 合計 78 世帯か らの 同収を 得た。

回収率 は 85 ％ で ある 。

　 3．2　被害程度と復旧方法

　 ア ン ケ ートに よ る 復 旧方法 で は，回収 78 世 帯

の 内，「新 築」11 件 （15 ％），「大規 模 な改築 ・捕

修」16 件 （22 ％）， 「捕修」41 件 （55 ％）， 「新築

や改築 ・補修は して い な い 」 6 件 （8 ％），不 明 4

件 とな っ た。主 な収入を得 て い る人 に つ い て ，そ

の 年令は 60 代が 21 ％，70 代が 31 ％ を占め，職

業 も無職 （年金生活等）が 44 ％に 達する 。

　 こ こ で は，京都大学 防災研究所 に よ る 日野町 の

住宅被害調査 デ ータ ベ ース
13 ） を参照 し，

ア ン ケー

ト調査世帯 に つ い て ，建物属性，建物外観調査 に

よ る全体被害 の デ
ー

タを人手 し，情報を追加 した 。

建物外観調査 （2000 年 10 月）に よ る全体被害は

構造面か らみ た被災度を表 し，倒壊 ・大被害 （大

破）・ 中被害 （中破）・ 小被害 （小破）・ 軽微 ・ 無被

害 の 6 段階 に 分類され て い る。そ の 被災度 ラ ン ク

と各部の 損傷度合い は ， 林 ・他
14） に よ り表 7 の

よ う に説明さ れ て い る 。 た だ し，被害軽微 （屋根

材ず れ や外壁 ・基礎 の 軽微な ひ び割れ ）と無 被害

の 差に っ い て は，判断 の 難 し い 建物 もあ る と思わ

れ る 。 ま た，日野町で は敷地内 に 母屋 と長屋 な ど

複数建物が建 っ て い る世帯も多く，住宅地図 と参

照 して も，建物外観調査 で 不明と な っ て い る場合

（ア ン ケ
ート調査 と の マ ッ チ ン グ で は 5 件）が あ

る 。

　罹災証明と全体被害の 関係 （図 5 ）を み る と，

表 ア　木造住宅被害 の 被災度 と 各部の 損傷度の 対応 12）

1 架構 降 根 「蟶
E

基礎

倒壊　　i　層崩壊　　　　一　　…　　一　　　　　一

大破 囎爨 ：鑛剿 磯　 覊
中破
　 　 　 E

螻訟 闘 材

　　　　　　　　　凵｝
　　　　 　1

ひ び 割れ
仕上 げ脱落
　　　　 　　 ・ずれ

　　　 1　　　　 →　 ずれ・
小 破 1囎 ’」’　 落下

ひ び 割れ 1
　　 　　　 　ひび割れ
仕上 げ剥落 1

軽微　…
傾斜なし　屋根材ずれ 軽微なひび割れ

鰍 害 …　 　　 欟 上 囎 なし

全壊で あ っ て も全体被害 は中被害が 多数を 占め，

大被害 の 割合は低 く，倒壊 は 無 い 。 半壊 や 一
部破

損で は，被害軽微 の 割合が多 い 。不明分を除 くと，

罹災証明で半壊 と
一
部破損 の 差 は殆ど見 られ な い

と言え よ う 。

　3．3　新築 と 改築 ・補修の 選択理由

　 ア ン ケ
ー

ト質問項日か ら被災住宅 の 復旧方法選

択に影響を及ぼすで あろ うもの を抽出 し，復 旧方

法と の 関係 を 検討す る 。 まず，全体 被害 と 復 旧方

法 の 関係を図 6 に示す 。 被害程度が 下が る に つ れ

て新築 （建替）の 割合が 下が り，補修の 割合が 増

すが ，被害中や小で も新築 （建替）の ケ
ー

ス が 見

られ，被害程度 だ けで は復 旧方法選択 が決 ま らな

い 様子が伺われ る 。

　次 に 罹災証明と復旧 方法 の 関係を図 7 に 示す。

全体被害よ りは罹災証 明の 方が，復旧方法 と の 相

関 が 高 く，新築 （建て 替え）は す べ て ，全壊 世帯

の ケース で あ る 。 なお，回収 78 世帯中，罹災証明

の 判定は，全壊 18 世帯，半壊 24 世帯，一部破損

32 世帯，被害な し 4 世帯 で あ っ た。

　世帯で 主 な収入を得て い る人 の 職業 に よ り，職

有り世帯 と無職 （年金）世帯 に分 け，復旧方法 を

選択 した 理 由 （多項 目選 択式）を比 較す る 。 図 8

に は新築を選択した 理 由を示す 。 職有 り世帯で は

「修理 で は安全 に不安」， 「補修費用が高 い 」．「解体

と ガ レ キ処理 に補助」な どの 割合が高 く ，

一
方無

職世帯 で は 「倒壊 して 修理 不能」，「復興 補助金 の

支給 」の 回答率が 高 い 。 補修 を選 択 した 理 由

（図 9 ）をみ る と，職有り 世帯で は 「被害が軽 か っ

た」の 割合が 70 ％ を超え て 最 も高 い
。 無職 世帯
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図 5　罹災証 明 と全体被害 の 関係 （N − 74 件）
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　　 図 7 罹災証明 と復 旧 方法の 関係 （N ＝74）

で は 「被害が 軽か っ た 」 に 加 え て 「資金的 に 苦 し

か っ た 」の 回答が やや 目立 っ
。

3．4　復旧 に 要 した期間

ア ン ケ ートの 質問項目で ， 住宅復旧工 事 の 着工

N 工工
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時期 と竣工時期 （予定 を含む）の 集計 を図 10 に 示

す。補修 に 比 べ て 建替 の 場合 は 着 工 も竣 工 も 3 〜

4 ヵ月遅れ る傾向が読み とれ る 。 地震か ら 1年経

過 した 2001 年 10 月時点で ，補修世帯 は 7 割程

度が工事を終え て い るが，新築世帯は ま だ 4 割程

度 に留 ま っ て い る 。 地震か ら 1年 2 カ月経 過 の

2001 年 12 月に は，両者 の 差 は縮ま り，補修世帯

の 約 8 割，建替 の 約 6 割が 工 事を終 え て い る 。 表

6 に示 した 日野町に おけ る住宅補助金支払 の 進 捗

率 を み る と，2001 年 12 月 に 補修 50 ％，建替 46

％ で あ っ た とわか る。 ア ン ケ ートで の 竣工 率は，
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図 8　新築を選 択 した 理 由，有職世帯 と 無職 ・年金世

　　 帯 の 比較 （多項 目選択，N ＝11件）

1−−0−一職 有 り（N ＝20世帯）一弓 ・。職 無し・年金（N＝37世帯）

補助金支払 い に み る進捗率よ り大 きい 傾向が あ る。

な お，自由回答に よ れ ば，工 務店，大工 さ ん が 極

め て繁忙に つ き，修理 ・建 て 替 え の 順番 が遅 れ て

困 っ た などの 意見が あ る 。

　地震発生か らの 緊急対応，復旧期 に わ た る 主 な

行政対応 の 経過 を表 8 に示 す 。 被災建物応急危険

度判定 や住宅復興補助金の 新設，仮設住宅 の 設置

など に っ い て，対応 は 速 や かだ っ た と い え よ う。

一
方 で，家屋等 の 解体撤去受付 に っ い て ，当初 の

申込 み 期間 （日野町 で 2000 ．10．17〜11．正5）は短

す ぎ る と思 わ れ る 。 被災住宅が補修 口∫能か どうか，

費用 と工 事期間 は ど の く ら い か か る か ，費用 の 支

弁方法を どうす るか な ど に つ い て，被災者が熟慮 ・

検討す る に は ， 直接営利に係わ らな い 公 的機 関や

職能関連組織に よ る相談 ・ 支援体制 が 重要で あ る。

また，地域の復旧 を急 ぐあ ま り， 解体申込み を急

が す こ と の な い よ う，余裕 あ る期 間設定が 望 ま れ

る 。

　3．5　復旧費用

　被災世帯 に と っ て，再建費用 の 工面 は当然 な が

ら，最大の 関門とな る 。
ア ン ケ ー トの 質問項目で ，

住宅再建に 要 し た 費用 の 傾向を図 11 に 示す 。 最

も多 い の が 200 万円未満 で あ り，次い で ，200 万

円〜400 万円 ，
400 万円〜600 万 円 の カ テ ゴ リ

ー

が多 い
。 住宅 の

“
建替

”
と

“
補修

”

の 2 っ の 復 旧方

法 で か か っ た費用 を比較す る と，改築 ・補修世帯

は 200 万円未満か ら 1，500 万 円まで の 間に 分布 し
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表 8 地震発生 か らの 日数経過 と復興 へ 向 け て の 動き

年 月 日 事 項

2000 ．10．06

20001009
2000．10．07一葯2週 間

　　　　　　　　 法 　用 （　 市、to日 に 米 子 市・
日 野町 、12日 に 鳥取 県

建築士 ボラン ティア醸 建　物 応 急危 険度 判 定 ）、2週 間で 延べ 300 人が 3849
件 （内、危 険435件、要注 意1395 件 ）を調 査

鳥取 県西 部 地 震発 生

米子 市、西 伯 町、日 野町 に 災害救 助 法適 用

（7日に溝 口町、8日に境 港市 ・会 見 町）
被災者生活 再

2000 ，10．06 〜11、13
2000，10．17〜11．15
2000．10．18
20QO ．10．26

避難所の 設置（日野 町 ）

公 費に よる家屋等の 解体　去受付 （日野町、当初の 発 表、後 日延長 ）

鳥 取 県 による住 耄復興補助 金制度の 新設、日 野町で 住民 発表
応急仮設 住 宅 の 設置 、日 野町 で 28世 帯分、入 居 開始

2001．10．05
2002．10．05
2002．10．31
2003．10．31

住 宅 復興 補 助張 禰蓚等 の 申請期 限

住宅復 興 補 助金、建設 の 申請期限
住宅復興 補助金、補修 等 の 完 了期 限

住宅復興補助金、建設の 完了期限

て お り，200 万 円未満 の 度数が 最 も多 い 。 新築i

（建替） は 件数が 少 な く ば らっ きが 大 き い が，

200 〜 800 万円の あ た りの 費用抑制傾向 の グ ル ー

プ と，2，500 万円以上 の グル ープ に 分か れ る様子

が窺え る 。 前者は補助金を活用 しっ っ 費用 を お さ

えた建設で 済ませ た世帯 と考え られ，そ う した事

情は根雨や黒坂 の 町を歩 くと震災前に比べ 相 当面

積 の 小さ な住 宅が 建 て られ て い る こ と か ら も窺え

る 。

　 ア ン ケ
ート結果か ら，建替 と補修に つ い て ，再

建費用 の グル
ープ 別 に再建資金 の 出所割合を 比較

す る （図 12）。 こ こで は ， 回答世帯 ご と に 各出所項

目か ら賄 っ た資金 の 全体 に 対す る百 分率を求め
，

グル ープ ごとの平均割合を示す。少 な い 費用 に抑

え て い る場合 は復興補助金 の 割合が 50 ％以 上を

占め て 高 い こ とが わ か る 。 2 章 で JA 共 済 の 果た

した役割を検討 し，日野 町 で は加入率が 70 ％ と

高い こ と，被災 世帯平均 の 支払 い 共済金額 は 128

万 円 と な っ た こ と，全損世帯 の 支払 い 共済金平均

が 520 万円で あ っ た こ と が 判 っ た 。 図 12 を み る

と， JA 共済 ・地震保険 は 補修 の 場合 に資金 の 10

％〜16 ％を 占め て お り，大切な資金源 で あ っ た が

復 旧 に 十分 な 額 と は 言え な い が こ と が わ か る 。

4 ．建替 と補修の 選択要因

　 4．1 樹形解析

　 こ こ で，住宅 の 復旧方法で 建替 と 補 修 の 選 択 に

影響を及 ぼ す要因を分析 ・検討す る た め に
， 樹形

2520151050

図 lt
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再建 に 要 した 費 用 ，建 て 替 え と 補修 の 比較

（N ＝68 件）

解析 モ デ ル を適 用す る 。 樹形解析は，目的 と な る

現象 とそ れを引き起 こ す原因 ・要因 の 間に あ る因

果関係 （ル ール ）を モ デ ル 化す る手法で あ り，注

目す る 属性 値 が カ テ ゴ リー
型 の 場合 を決定 木

（Decision　Tree）と呼ぶ 15）
。 本研究 で は，樹形 モ

デ ル の 演算を SPSS 社の Answer 　Tree　3．O　Jに よ

り行 い ，樹木 成長 ア ル ゴ リ ズ ム と し て C ＆ RT

（分類 と回帰樹木）を用い る。 C ＆ RT で は，「純度」

は ， 日的変数の 値を指 して い る 。
っ ま り，目的変

数 「住宅 復旧方法」 に お い て は カ テ ゴ リ ー値 の

「建 て 替え選択」と 「補修 選択」が こ れ に相当 し，

この カ テ ゴ リ
ー値が 子 ノ

ー
ド に お い て は っ きり分

か れ る な らば，純度が高 い とい う こ と に な る 。 C ＆

RT 手法で は，「不純度」を定義す る こ と で ，ノ
ー

ドに おけ る 「不純度」を測定 し，「不 純度」 を減少
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1圏 自己負担 鬪 借入 金 睡 住宅復興 補助＆ 目 JA ・
地震保険

補修匍 0万 円 未 満

補修400〜800万円

補修800 〜1500 万 円

建曹800万円未満

建替 2500万円以上

O鮨 2眺 4〔購 鵬 8〔場 10〔隅

図 12 再建費用の 出所割合 （N ＝54 件）

させ る よ うに ，説明変数を導人 して 樹木を分岐 さ

せ る 。 「不純度」の 減少 度合 い は，図 13，14 の 樹

形図に も示され る ように 「改善度」とい う値で 評

価さ れ る 。 こ の 「改善度」が最大 に な る よ う に分

岐が選択 され る。

　本研究で は，分類樹木成長の 改 善度 の 指標 と し

て Gini基準関数を用い た 。 以
．
ドに，改善度を導 く

ア ル ゴ リズ ム を示 す
16）。

P （ブ1の 三P （ブ，の／P ω

P （ブ，t）一
π （ブ）N ，（t）／N ，

P （t）・ΣP （ゴ．t）

　 　 　 　 丿

こ こ で，

π   ： カ テ ゴ リ
ーの事前の値

（1）

（2 ）

（3）

Nj（t）： ノ
ード ごの カ テ ゴ リー

ゴ内の ケース 数

Nj： ル
ー

トノ
ー ド内 の カ テ ゴ リ

ー
」の ケー

ス 数

ノ ード t の Giniイ ン デ ッ ク ス は

9 （t）− 1一ΣP1 （ゴ1の 　 （4 ）

　 　　　　　」

とな る 。 また，Gini基準関数 Φ （s，　t）は，ノ
ード t

で の 分岐 を s と した とき，次式 で 定義され る。

Φ（s，t）＝9 （t）一君9 （tJ．）
− P

，9 （娠）　　（5 ）

こ こ で ，

P
，、： 左 の 子 ノ

ードに送 られ る t内 の ケ
ー

ス の 割合

瑠 ： 右の 子 ノ
ードに送 られ る 1内の ケ ー

ス の割合

こ の よ うに して
， 式 （1）〜 （4 ）か ら式 （5 ） の

Gini基準関数が得 られ る 。 こ の Gini基 準関数が

最大と な る よ う に分岐が 選択 さ れ，こ の Gini基

準関数 の 値 を，樹形図 の 中で は，「改善度」 と して

出力す る。

　4．2　樹形 モ デ ル の 結果

　 ア ン ケ
ー

ト デ
ー

タ 78 件 か ら，目的変数 で あ る

「復旧方法」 に つ い て 「不明」 の 4 件を除 き，74 件

を対象に樹形図を作成 した 。 68 件に つ い て復旧方

法 の 内訳 は 1．新築 11 件，2 ，補修 （改築，補修

を含む）57 件，3 ．何 もして な い 6 件と な っ て い

る 。 説明変数 として は被害程度 ， 建物 の 属性 ， 世

帯 の 条件 を 勘案 して 以 ドの 5 項目 を 用 い る 。 な お，

元 デ
ー

タ か ら，表 9 に 示す よ うに ，カ テ ゴ リーを

見直 して再 コ ーデ ィ ン グを行 い
， また欠損値 に つ

い て は他 の 情報か ら推定す る か，もし く は 最 頻 カ

テ ゴ リ
ー

をあて は め た 。

　樹木成長 の 停 止規 則 と して ，最 大 の 樹木深 さ

（4 ），ケ
ー

ス の 最小数 は 親 ノ
ー ド （8 ），子 ノ

ード

（4 ）を設定す る 。

　上記 す べ て の 説明変数 を 導入 し て 得ら れ た 樹形

図を図 13 に 示す。まず，最初 に 罹災証明 の 全壊と

そ れ以外に分かれ る。全壊 の ノ
ー

ド 1 で は新築率

が 61 ％ に対 して，半壊 または
一

部破損 の ノ
ード 2

で は新築率が 0 ％ で あ る 。 全壊 の グ ル ープ は次 に，

世帯の 主 たる職業 で分岐 し，有職 の ノ
ー ド 3 で 新
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表 9　樹形 モ デ ル の 説明変数再 コ
ー

デ ィ ン グ結果

2 3テ コ リ
ー 1

・証 日
， 一

　 口

建 物全 体被害 被害大 被害中

　害小 （

被害、不 明を含 む）

微、無

応 急　 災 ユ 判

（判 定不 明分 ：全 体被寄により）

（無回答分 ：罹災証 明に より）

危

大→1
全壊→1

要 注意

中一 2
女 　 （判

その 他 → 3

その 他→3

しを

建設 年 代 1925年 以 前

1926〜1970 年 （不 明

を含む 〉 1971 年以 降

職業 有職

　 　・　 　 ・そ の

（無 回答 を含 む 〉

築率が 86 ％ と上 が り，無職 ・ 年金世帯 の ノ
ー

ド 4

で は新築率 が 45 ％ に ドが る 。 半壊 ・一部破損 の

ノ ー ド 2 は ， 次 に 建設年代 で 分岐 し，1970 年 よ

り建築年の 古 い 住宅条件の ノ
ード 5 で は補 修 100

％ と な り，1971 年以降 の 新 し い 住宅 の ノ ード 6

で は何 も して い な い が 21 ％ に 増え る 。

　次に物理的な被害状況 と復 旧方法選択 の 関係 を

検討す る た め，説明変数か ら罹災証明を除 き ， 樹

形図 を作成す る （図 14）。まず，建物全体被害 で 分

岐 し， 被害大 ・中の ノ
ー

ド 1 で は建 て 替 え率が 47

％，被害小以下 の ノ ー ド 2 で は 建 て 替 え率が 5 ％

と小 さ くな る 。 全体被害大 ・小の グ ル ープ は次に

建設年代 で 分岐 し，ノ
ー

ド 3 の 1970 年以前 の 住

宅群 で は 新築率 が 62 ％ に 増 し，ノ
ー

ド 4 の 1971

年以降の新 しい 住宅群で は新築率が 0 ％ に下がる。

　樹形解析 の 結果 か ら次 の こ とが 明らか に な っ た。

・住宅 の 構造的な被害程度を表す 「建物全体被害」

よ り， 「罹災証明」が復旧方法 に 及ぼす影響が大 き

い 。 そ の 背景に は，罹災証明で 「全 壊」 と判定 さ

れ る時，自治体か ら被災者 へ の説明不足に よ り，

被災者 （持 ち主）が 「修 復不能」 と解釈 しが ち で

ある こ とが考え られ る。また，被災者が 建 て 替え

せ ざ る を得な い と判断す る場合，復興補助金以 外

の 救済措置 （税金 や 保険料の 減免 ，住宅 建設 資金

の利子補給な ど）が適用され る よ う，全 壊認定 を

求 め て 再調査 を依頼す る傾向が 考え られ る。

・罹災証明で 全壊の場合，有職世帯は 無 職 ・年金

世帯 に 比 べ ，当然 な が ら建て 替え率が 高 くな る 。

・罹災証 明を説明変数か ら除い た場合，最 も影響

の 大 き い 説明変数は全体被害で あ り ， 被害大 ・中

の グル ープ に つ い て 次 の 説明変数と して，建 設年

代 が影響 し，古 い 住宅 に 建 て 替 えが多 い。

5．まとめ

　本研究 で は 2000 年鳥取県西部 地震 に よ る住宅

被害の 復興状況を明らか に す るた め
， 被害 と解体

申請，保険 ・共済の 支払 い 状況 と住宅復興補助金

の 実状を比較す ると共 に ，日野町 に お い て 住民 ア

ン ケ
ー

ト調査 を実施 し，住宅復旧方 法 の 選択 に 係

わ る要囚に っ い て 樹形 モ デ ル に よ り分析 した。結

果 を 以下 に ま と め る 。

1 ）鳥取県 の 解体補助件数 1700 件 に っ い て ，被

災家屋 の 解体費 と災害 廃棄物処理事業費 は合 わ せ

て ， 1件あ た り約 170万円 とな っ た 。 日野町 の 場

合，母屋 の 解体は 全壊戸数の 134 ％，世帯数の 1正

％ に 相当した 。

2 ）日 野町 で は JA 建物更生共済 へ の 加入率が 70

％ と高 く，支払共済金 は 全 町で 約 11 億 円，被災

した加入 世帯あ た り 130 万円，全損 （27 件）に っ

い て 平均支払 い 共済金は 520 万円 と な っ た 。

一方，

ア ン ケ ートに よれば復旧資金 の 中 で 共済金 や保 険

金 が復旧資金 に占め る 役割 は 未 だ小 さ い 。日野 町

に お け る住宅復興補助金の 申請は，建設が全壊戸

数の 86 ％相当，補修が半壊 ＋
一部破損戸数 の 76

％相当 に の ぼ り，補助金 の 住宅再 建 に 果 た し た 役

割は重要で あ っ た 。

3 ）建替費用 は抑制型 の グ ル ープ と，高額支出 の

グル
ープ に 分かれ，費用抑制グ ル ープ で は 復興補

助金 へ の 依存度 が 大 きい 。建替選 択 理 由 を 有職世

帯 と無職 ・年金 世帯 で 比較 したと こ ろ，後者は被

害 が 大 きく修復不能 の た め と い う答 え が 多 か った 。

4 ）復 旧方法選択 を 囗的変数 とす る樹形解析で は，
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住宅 の 構造的被災度 よ り罹災証明の 影響が大きく，

全壊 の 場合 ， 有職世帯が年金世帯よ り建 て 替え 率

が高い
。 罹災証明を説明変数か ら除 く と，全体 被

害の 影響を受け，被害大 ・巾の グ ル
ープ で は古 い

住宅群 で 建て 替 え率が高 い こ とが判 っ た 。 構造的

に は中破程度 の 「全壊」で 建て替 え が 60 ％を超

えて い るの は，合理的な復旧方法選択と言い 難 い 。

　地方 自治体に よる住宅復興補助金 の 支給 は，鳥

取県の 市町村 とい う世帯数 の 少ない 地域だ か ら可

能とな っ た復1日支援策で あ り，数万〜数十万 棟 の

全半壊を想定す る都市圏域 で の 実現 は非常に 困難

と思わ れ る。そ の た あ，被災 住宅 の 復旧 対策 に 関

して以下 の よ うな研究や対策を事前に進 め て い く

こ とを提案 した い
。

　被災住宅 の 解体と建て 替 えを促進す る よ り，補

修補 強を支援す る ， 復興対策が重要で あ る 。 そ の

た め に は，構造的 な安全性 と補修可能性 を すみ や

か に チ ェ ッ クで き る手法 の 開発 と普及 が大切で あ

る 。 補修 ・補強事例を蓄積 し， デ ータ ベ ース 化 し

て 公開す る こ とに よ り，今後地震を受 け て 住 宅再

建に取 り組む地域 （自治体，被災者，建設 技術者）

へ の 支援 に っ な が る可能性があ る 。

　地元 の 工務店 ・大工 さん の ネ ッ ト ワ
ー

ク 化 を は

か り， 地 震時に速や か に応急修理 や補修 補強工 事

が行え る よ う，技術研修を企画 す る な ど，事前 の

対策や計画 に つ い て，自治体の 役割は大き い 。

　地震後 の 行政対応 と して ， あ る 程度 の 期限 を決

め て様 々 な復旧施策を実施 して い か な けれ ばな ら

な い 側面が ある。

一
方で，解体 申込み な ど被災者

支援策 の 申込 み 期 間が 短 か 過 ぎ れ ば ，被 災者が 住

宅再建方法を落ち着い て 検討する時間が無 くな る。

被災者 の 意思決定に 要す る時間に っ い て 今後の 検

討を要する 。

　復興補助金が補修を支援 した意義 は大 き く，被

災者に も大 きな安心感と な っ た。多少 の 被害を受

けたと して も，良質 の 住宅 ス ト ッ ク を残す た め の

イ ン セ ン テ ィ ブ と な る復興支 援策 を検討 して い く

こ とが大切で あ る 。
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注記

注 1 ）鳥取県統計課統計情報 ホ
ーム ペ ージ ；

http：／／www ．pref、tottori．jp！tokei　1 〆toukei −index ！

　 　 index2．htm

注 2 ）日本損害保 険協 会 ホ ーム ペ ージ

http二〃www ．sonpo ．or．jp／cgi−bin／page＿view ．cgi
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